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消費税率引き上げ
国民の安全・安心の基礎である

社会保障制度を持続可能なものとする

＝ 財政再建への第一歩

日本経済にとっての大きなリスクを
取り除き、民需主導の持続的経済

成長を生み出す
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消費税率は予定どおり

引き上げるべきである
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瞬間風速としての

短期的経済動向に

拘泥すべきではない

（とりわけ景気の拡張局面において）
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１９９７－９８年不況

1997年５月＝「山」、99年１月＝「谷」

1998年度はマイナス成長

慎重論の根拠
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主因は消費税ではない
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ビックリスクは速やかに取り除いて
おくべきこと

当時のビッグリスクは、不良債権問
題（金融危機）

現在のリスクは財政赤字（株価の下
落、長期金利の急騰）

1997-98年の教訓
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・1997年11月、拓銀、山一の破た
んに始まる金融危機

「貸し渋り」 ⇒ 設備投資の落ち込み

「タンス預金」 ⇒ 消費が委縮

（日銀券 96年＝50.7、99年＝65.4兆円）

・アジアの通貨危機

⇒ 輸出の落ち込み

マイナス成長の主因
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１％ずつ上げるなど

代替案は不可

政府への信認低下

成長戦略も信用されなくなる


